第３３回　大阪府障がい者施策推進協議会
日　時：平成２５年３月２８日（木）午後１４時から午後１６時２６分まで
場　所：大阪市中央区大手前２丁目１番２号　國民會館住友生命ビル１２階　大ホール
出席委員
嵐谷　安雄　　　（財）大阪府身体障害者福祉協会会長
岩﨑　富巳子　　日本労働組合総連合会大阪府連合会政策担当部長
大竹　浩司　　　（社）大阪聴力障害者協会会長
梶本　徳彦　　　（社福）大阪府社会福祉協議会会長
楠　　敏雄　　　障害者の自立と完全参加を目指す大阪連絡会議議長
倉町　公之　　　（社）大阪府精神障害者家族会連合会会長
坂本　ヒロ子　　（社福）大阪手をつなぐ育成会理事長
柴原　浩嗣　　　（財）大阪府人権協会常務理事兼事務局長
関川　芳孝　　　大阪府立大学地域保健学域教育福祉学類教授
髙橋　喜義　　　特定非営利活動法人 大阪難病連理事長
辻　　　一　　　（社）大阪脊髄損傷者協会会長
出口　幸史　　　特別養護老人ホーム美原荘　非常勤職員
中内　福成　　　障害者（児）を守る全大阪連絡協議会代表幹事
中岡　稔侍　　　（社）日本筋ジストロフィー協会大阪支部長
新澤　伸子　　　大阪府発達障がい者支援センター長、梅花女子大学心理こども学部教授
福田　啓子　　　大阪自閉症協会副会長
牧里　毎治　　　関西学院大学人間福祉学部教授
和田　吉衛　　　町村長会副会長（忠岡町長）

「第３３回　大阪府障がい者施策推進協議会」議事録
（平成２５年３月２８日）

開会

○事務局

　まだ、お見えになられていない先生方もいらっしゃいますが、定時になりましたので、ただ今より「第３３回大阪府障がい者施策推進協議会」を開催いたします。

　委員の皆さまにおかれましては、ご多忙のところ、ご出席をいただきまして、誠にありがとうございます。私、本日司会を務めます福祉部障がい福祉室障がい福祉企画課の北村と申します。会長が決りますまでの間、よろしくお願い申し上げます。

　本日の会議の委員の出席状況ですが、委員総数３０名中、現時点１７名のご出席をいただいております。大阪府障がい者施策推進協議会規則第２条第２項の規定によりまして、会議が有効に成立しておりますことをご報告させていただきます。

　続きまして、事務局ですが、障がい福祉室をはじめとしまして、関係課が出席しておりますので、よろしくお願いいたします。

　次に、お配りをしております資料の確認をさせていただきます。お手元の資料をご覧ください。

　資料１　　　「第３次大阪府障がい者計画」および「第２期大阪府障がい福祉計画」の取り組み状況について
　資料２　　　大阪府における障がい者が必要とする社会的障壁の除去のための配慮や工夫の事例について（案）

資料３‐１　地域社会における共生の実現に向けて新たな障がい保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律の概要
　資料３‐２　国等による障がい者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律の概要
　資料３‐３　大阪府における障がい者虐待防止の取組み
参考資料　　在宅の重度障がい児に対する訪問看護利用料助成事業
　参考資料　　発達障がい児者総合支援事業
をお配りしております。不足等ございましたら、事務局までお知らせを願います。よろしいでしょうか。
それでは、本協議会につきましては、会議の公開に関する指針に基づきまして公開となっております。配付資料とともに、委員の皆さまの発言内容につきましてはそのまま議事録としてホームページで公開する予定にしております。ただし、委員名については記載しませんのでご了承のほど、よろしくお願いします。

　それでは、ただ今から議事に入りたいと存じます。初めに議題１「会長の選出について」でございます。本日は委員の改選後、初めての会議になりますので、会長を選任する必要があります。大阪府障がい者施策推進協議会条例第４条第１項に基づきまして、会長につきましては、委員の互選によって、これを定めることとなっております。どなたかご推薦はありますでしょうか。

○委員　
委員としての経験が豊富で、これまで会長として本協議会の議事をまとめていただきました牧里委員に引き続き会長職を継続していただくように考えますが、いかがでございましょうか。

○事務局

ただ今、牧里委員を会長にとの発言をいただきまして、ご異議がないということですので、牧里委員につきまして、引き続き会長をお願いしたいと思います。

　それでは、牧里会長より一言ごあいさつをお願いいただければと思います。

○牧里会長
　それでは、一言、ごあいさつを申し上げたいと思います。このような大役を引き続き担うことになりまして、甚だ重責すぎて、どうしたものかと思っておりますが、皆さまの御推挙でありますから、ありがたく受けさせていただきたいと思っております。

　ご承知のように、今、日本の経済とか、それから、政治もそうでしょうが、国際化の波で日本がどこへいくのか、外交においても厳しい局面に立たされていると思います。安倍政権はＴＰＰ（Trans-Pacific Partnership：環太平洋戦略的経済連携協定）に参加表明したということで、直接的にまだ何が起きるかということは見えないこともあります。例えば、障がい者雇用率が上がることになりましたが、大企業がどんどん海外へ出て行って、中小企業が困っている、疲弊しているという状況がある。これに海外からの資本とか、企業が参入してまいりますと、いったいどうなるのだという、なかなか今までどおりの予測が当たらない状況になっています。

　そのような中で、障がい者の計画を立てなければいけないということで苦しいのですが、やはり前向きに取り組んでいかなければいけないと思っています。特に、今回は内部障がいというのでしょうか、慢性疾患の人も障がい者で採用とか、雇用率については、精神障がい者もカウントしましょうとか。

　特に、精神障がいの方々になりますと、今までの働き方と違った採用の仕方とか、就労の仕方を工夫しなければいけません。そのような意味では、まだまだ障がい者の暮らしに関わる課題は山積しているのではないかと思います。

　私は、それほど知識があるわけではなく、むしろ、これまでの皆さんの学識と、豊かな経験に支えられて、何とかやってこれたと思っています。

　特に、大阪府のこのような協議会については、国もやはり一目置いている組織でありますし、そのような意味で、先ほど申しましたように、責任の重さを感じております。

　私にできることは、皆さんのご意見をまとめて施策につないでいく役割と思っております。しかし、まとめるといいましても、皆さんが積極的にご意見をくださらないとまとめる必要がないわけです。その点は、ぜひとも、よろしくお願いをしたいと思います。簡単ですが、最初のごあいさつに代えさせていただきます。

○事務局

ありがとうございました。それでは、以降の進行につきましては、牧里会長にお願いしたいと思います。それでは、牧里会長、よろしくお願いいたします。

○牧里会長　
それでは、お手元の今日の次第をご覧いただきたいと思うのですが、大きくは３つございます。２つ目の議題であります、第３次大阪府障がい者計画（後期計画）と第２期の大阪府の障がい福祉計画の取り組み状況。これは関係しますので、合わせてご審議いただきますが、これが１つ目の柱です。

　２つ目は、特に、大阪府における障がい者が必要とする社会的障壁の除去のための配慮とか工夫。これについて、大阪府でどのような取り組みがあるかということについて、事務局がかなり力を入れていろいろ事例収集をしておられます。これについて、検討していただこうというのが２つ目です。

　３つ目は、皆さんもご承知置きだと思いますが、国の制度が幾つか変わってきております。その点について、ご報告をするとともに、皆さんからの意見を合わせていただきたい。という３つの柱で今日の会議を進めたいと思います。

　時間の制約がありまして、一応、１６時をめどにしておりますが、その点も円滑な会議の進行に協力いただきまして、進めてまいりたいと思っております。

　それでは、まず、「第３次大阪府障がい者計画（後期計画）」と「第２期大阪府障がい福祉計画」について、事務局から現状報告をお願いしたいと思います。

○事務局

　障がい福祉室障がい福祉企画課です。どうぞ、よろしくお願いいたします。
　資料１でございます。「第３次大阪府障がい者計画（後期計画）」とそれから、「第２期障がい福祉計画」。これにつきましては、平成２３年度が最終年度ということになっておりますので、実績について説明をさせていただきたいと思います。

　まず、１つ目ですが、第２期大阪府障がい福祉計画の主要項目における取り組み状況でございます。

　まず、目標値に対する実績ということで、地域移行に関する目標に対する実績ということでございます。入所施設利用者の地域移行につきましては、大阪府の平成２３年度の目標値は国の指針の１０％を上回る２５％という形でしておりましたが、その結果は２３．８％ということでございます。進捗率でいいますと、記載はしておりませんが、約９５％ということになります。

　次に、入所施設利用者の削減でございます。平成２３年度までに施設利用者の１２％。国の指針では７％となってございましたが、１２％を削減するということを目標としていたのに対しまして、１６．２％という実績でございまして、ここは目標を上回っていたということでございます。

　続きまして、墨字資料が２ページ、点字資料が３ページになります。入院中の精神障がい者の地域移行についてでございます。平成２３年度までに１９０８人が退院し、地域移行するということを目標としておりましたが、実績は１９２７人ということで、計画上の目標値に対しましてはクリアしているという形となっております。

　次に、就労関係でございます。福祉施設からの一般就労者数ということにつきましては、平成２３年度に８００人という目標を掲げておりました。平成２３年度実績で７８４人。達成率といたしまして、９８％ということになっております。

　なお、このうち、大阪府が実施いたします事業を利用された方については２１０人ということになっております。

　続きまして、墨字資料３ページ、点字資料は４ページの中段になります。授産施設等の障がい者の工賃水準でございます。平成２３年度までに工賃倍増計画に基づきまして、月額１万６０００円ということを目標としていたのに対しまして、実績は９７６１円。徐々にではありますが伸びてはきているものの依然、全国最下位ということでございます。

　小規模な施設が多いという構造的な特徴によるところもございますが、いずれにしても、今後とも工賃向上に向けた取り組みが重要と考えております。

　次に、点字資料５ページ中段。就労移行支援事業所の利用者数ということでございます。こちらの目標は平成１８年度から平成２３年度までで累計３６００人という目標に対しまして、平成２３年度までで４７０４人という形で目標を上回っております。

　一方で、これは、障がい福祉計画上の目標ではございませんが、これら就労移行支援事業所のうち、一人も就職に結び付けることができなかった事業所。この割合が平成２３年度で約３割を占めているという状況がございます。

　先ほど申し上げました福祉施設からの一般就労者数ということにつきまして、第３期の障がい福祉計画では１１００人という高い目標を掲げております。これらの実現のためにも就労移行支援事業所の支援スキル、ノウハウを向上させる取り組みが重要と考えております。

　次に、墨字資料が４ページ、点字資料は６ページからになります。（２）障がい福祉サービスの見込み量に対する実績ということであります。総じて障がい福祉サービスの利用実績は増加傾向にあるということであります。居宅介護等では、トータルではおおむね見込みに近い数字ということになっております。

　一方、短期入所につきましては、点字資料８ページになりますが、全体といたしましては見込みを少し下回っております。特に、障がい児等に対する利用実績が伸びていないということでございます。今後、これらに対応できる事業所を、さらに整備していく必要があるものと考えられます。

　続きまして、墨字資料が５ページ、点字資料は９ページの下段になります。グループホーム、ケアホームの利用者数の関係であります。身体障がい、それから知的障がいの方の利用というものは伸びてきておりますが、精神障がい者の利用が見込みどおり伸びていないという状況がございます。

　これは、計画策定時の見込みの仕方に問題があったと考えられるほか、例えば、地域住民の理解不足などからグループホーム等の設置が進みにくいということも、背景にあるのではないかと考えられます。

　それから、点字資料は１１ページになりますが、サービス利用計画の策定の実績であります。これまで対象者については独り暮らしの方などに限定されてきたのですが、平成２３年度の実績は見込みを大きく下回っているというのが現状でございます。

　今後３年間で、基本的に障がい福祉サービス利用者は全員計画を策定していただくことになりますので、これに対応できるよう、人材育成等を行っていかなければならないと考えています。

　続きまして、墨字資料が６ページ、点字資料が１２ページであります。移動支援の利用実績についてであります。これは全国的に見ても高い実績で推移いたしております。

　身体障がい者の実績が平成２３年度に若干、下がっておりますが、これは、平成２３年１０月の同行援護の創設によりまして、視覚障がいの方の利用がそちらにシフトしたものと考えられます。

　墨字資料は７ページから、点字資料につきましては１４ページからになりますが、こちらは２の第２期大阪府障がい福祉計画、平成２３年度の実施状況ということでございまして、今まで申し上げました内容を含めて、計画の実績を一覧表にしたものであります。（１）は地域移行。それから、就労に係る目標値と実績。それから、（２）は障がい福祉サービスに係る見込み量と実施状況となります。個別の実績数値の説明は省略させていただきますが、報告によりましては、見込み量に対して、実績の伸びが芳しくないものではございます。課題等の把握をしつつ、改善を図る必要があると考えております。

　それから、墨字資料が１１ページ、点字資料は３２ページからになりますが、こちらは、第３次計画で掲げられている目標値のうち、障がい福祉計画として定められている目標値以外の指標をご紹介させていただいています。

　墨字資料１１ページと１２ページ、点字資料では３２ページと３３ページになりますが、第３次大阪府障がい者計画（後期計画）の人材養成関係における取り組み状況ということで、手話通訳者の養成、点訳奉仕員の養成、盲ろう者通訳介助者の養成、そして、ＩＴサポーターの養成者数ということであげさせていただいております。

　例えば、手話通訳者につきましては、既に市町村で活動されている奉仕員の試験。あるいは、講座の受講が進んでいないというような状況がございます。その他、点訳奉仕員等につきましても、養成講座、研修会の受講者数を増加させることが必要であり、今後、市町村とともに連携しながら人材の掘り起こしに努めていく必要があると考えております。

　次に、墨字資料は１３ページ、点字資料は３４ページからになります。その他の主な施策の実施状況についてご説明をさせていただきます。

　初めの①公営住宅の障がい者、グループホーム等の設置促進についてということで、平成２０年度から平成２３年度、４カ年で６３０人分というのを目標としております。

　平成２３年度の実績は、２６カ所、３６戸、５７人分という形になっております。平成２０年度からの累計では１４０カ所、２２３戸、４３６人ということになっております。公営住宅でのグループホーム等、障がい者の地域生活の受け皿として、今後の活用が必要であり、設置が進むよう取り組んでまいります。

　点字資料で３５ページの中段、②になりますが、あいあい住宅の建設促進でございます。住宅内部の段差解消や、浴室、トイレの手すりの設置などを行う。住宅の整備目標２万戸に対しまして、平成１８年度から平成２２年度までの実績は１万１５０戸という形になっております。

　次に、⑤の鉄道駅舎のエレベーター整備の促進でございます。点字資料では４０ページになります。バリアフリー法に基づきます基本方針に従いまして、平成２２年度までに府内の駅のうち、高低差おおむね５メートル。１日乗降客数５０００人以上の駅にエレベーターを整備する計画ということで、平成１３年度から平成２３年度までの大阪府としての補助実績は６３駅という形になっております。

　次に、点字資料４１ページになります。⑥の支援学級の充実ということでございます。重度重複障がいのある児童、生徒が在籍するなど、支援学級６０学級につきまして、非常勤講師を配置いたしております。

　また、小中学校の支援学級に在籍いたします児童、生徒について、個別の教育支援計画の作成は１００％となっております。

　墨字資料１４ページ、それから、点字資料が４４ページの下段にあります⑧番目。支援学校高等部の職業教育の充実ということでございます。支援学校高等部におきます知的障がいのある生徒の就職率。平成１９年度１７．８％の倍増を目標としております。少しずつ上昇はしておりますが、平成２３年度は２４．３％という形になっております。

　それから、墨字資料１５ページ、点字資料の５１ページの下段にあります⑫発達障がい児者の充実について、発達障がい者支援センター運営事業などの施策を行っておりますが、療育等支援事業については、府内６カ所の拠点において、年間３００名に実施するという目標に対しまして、平成２３年度３０５名の実施ということになっております。

　最後、点字資料では５９ページの下段になりますが、⑮の重度障がい者訪問看護利用の促進につきまして、重度障がい児者が安心して自宅における療養を受けられるよう、訪問看護ステーションを利用した在宅医療を促進するもので、平成２３年度の訪問看護利用日数の必要見込み量が４万８０００日であったのに対しまして、実績は６万１３９８日ということになっております。

　以上、第３次障がい者計画等につきまして、実績について、ご説明をさせていただきました。どうぞ、よろしくお願いいたします。

○牧里会長　
ここからは、皆さんのご意見、ご質問を受けたいと思います。いかがでしょうか。

○委員　
実績報告を見ますと、大体、おそらく他の府県と比較しても、大阪府は相当進んでいると思いますが、やはり、就労が非常に遅れています。最下位だと言われている点もあります。工賃倍増と精神障がいの人たちの地域生活。それから、いろいろなサービス利用。この辺もかなり遅れているのではないか。その辺の遅れている原因をもう少し細かく検証して、対応策をどう講ずるのかという辺りで議論がもう少し必要ではないかと思います。どのような形で今後、議論していくのか、その辺はどうなのでしょうか。

○牧里会長　
はい、ありがとうございます。いろいろ疑問に思ったこととか、今、委員からも出ましたように、このような点についてもう少し議論をしたらどうか、検討を加えたらどうかというご意見で結構でございますので、少し皆さんからご意見をいただきましょうか。

○委員　
全体として動いているのだろうと思いますが、私は暮らしの場の問題が以前からずっと課題になっていて、見てきているのですが、資料でいうと、８ページの短期入所のところです。この辺のところが目標値に達していることがいいのか、悪いのかというのはよくわかりませんが、実態で考えますと、やはり相当使いにくいというか、使えないというか。曜日によっても違うということもあるのですが、現実に緊急度の高いショートステイというのは非常に使いにくい状態であると。

　特に、ここで数字を見ても、５０％代、非常に低い児童のところとか、精神のところは、場所そのもの、事業所そのものが絶対的に少ないということが課題なのでしょうが、そこをどうしていくのかという課題をしっかり見ないと、今のように地域移行ということを大きな課題にしながら、地域での暮らしを支えていくということであれば、ショートステイの考え方というのは相当、抜本的に変えていかないと、本当に必要なときに使えるものにしていかないと、地域での暮らしを支えるということになっていかないのだろうなという思いがあるところです。

　特に、入所施設がつくられていないという、その結果も含めて、作業所に通っている親の高齢化、障がい者自身の高齢化も含めて、親が急に亡くなると、本当に近畿圏では入所施設などはどこを探してもない状況。

　ある市で昨年の６月に親御さんが亡くなって、１人、障がい児が放置されて２日目に発見をされました。命に別状はなかったのですが、両親がいることになっていたのですが、父親が長期入院のままになっていて、母親が急に倒れられて、緊急の連絡先が父親の携帯になっていたのです。父親の携帯は、当然、長期入院の状態ですから使える状態ではないので、連絡の取りようがないということで。結果的に他県に住んでいる妹さんが、家と連絡を取ろうと思っても取れないので、警察に連絡をして調べてもらうと、親御さんが亡くなって、その横で子どもさんがじっと座っていたという。

　結果として、９月に他県の入所施設に入ったわけですが。当然、親が亡くなった途端に作業所にも通えなくなるし、住む場所も変わって全然違う、知らない他人の世界に行かざるを得ないという実態です。その辺をどう考えていくのか。

　ショートステイがなかなか使いにくい理由の一つに、厚生労働省にいってもロングショートという言葉が通用するぐらい、ショートステイで長時間たらい回しをされている人が結構多いというのが実態のようです。そのような実態を改善していくために、社会事業そのものも含めて、地域を支えていくシステムをもう少し真剣に考えていかないと。単に地域移行という数字だけを追っかけていても意味がないのではないのかなという気がしています。以上です。

○牧里会長　
はい。ありがとうございました。ほかにどうでしょうか。

○委員　
精神の方がいろいろなデータが減ってきている。特に、私らが思うのは、グループホームやケアホームに入りたいという人はたくさんいるのですが、なかなか入られない。ところが、当事者も入りたいと言いながら、いろいろな条件を付けるわけです。人間関係だとか、個室でないと駄目だとか。ニーズと供給とのマッチングといいますか。そういったことが非常に難しいですから、ゆっくり考えながら計画を立てていくというか。そのような取り組みをしていかないと進まないかなと思っています。

　
○牧里会長　
ほかにどうでしょうか。はい。委員。
○委員

やはり高機能（高機能自閉症）とか、アスペルガー（アスペルガー症候群）の方が特に精神の手帳をお取りになりますので、そうしたところで人と人との関わり方で、マッチングがなかなかできないところで、グループホームになかなか入りづらいというところもあります。地域の方々も、障がい理解が人によってまちまちなので、そういったところで誤解とか、偏見ができたりしますので。知的障がいよりは、やはり精神障がいのほうが難しいと言われていますので、そういったところのご配慮をよろしくお願いします。

○牧里会長　
はい。いかがでしょうか。一通り出尽くしたという感じなのでしょうか。はい。委員、どうぞ。

○委員　
数字と内容の中身というのは、少し対峙しているものがあると思うのです。数字が正しく目標値に近づいているからといって、中身がきちんとできているのかということがあると思うのですが。少し気になった部分では、３ページの工賃のところです。なぜ、半分ぐらいのところまでしかできなかったのか。平成２３年度で一応、終わるわけですから。やはり、なぜ、それができなかったのか、反省しなければいけない部分があると思うのです。

　それから、５ページの相談支援で、あまり十分な数が出来上がっていないというのは、相談に行く方が少ないのか、行っても期待できないからなのか。どこに問題があるのか。相談するほうに問題があるのか、相談にのるほうに問題があるのか。マッチングに問題があるのか。そういったところはどうなのかということが気になります。

　それから、就労移行は、一般就労も含めて全体でいうと少ないというか、実現ができていませんが、なぜそのようなところにとどまってしまったのかという問題点がわかれば教えていただきたいと思います。

○牧里会長　
はい。よろしいでしょうか。就労の問題は工賃が低すぎると、これでいうと、例の就労継続Ａ型の実績値が低いです。これはなぜなのかとかということにもつながっていきますので。今まで出てきた幾つかの疑問点について、答えられる範囲で結構ですので、事務局でつかんでおられる実態について、あるいは、原因について、ご報告いただけますでしょうか。

○事務局

　自立支援課でございます。就労が遅れている。特に工賃の実績が依然として最下位であることについて、細かく分析、検証をして取り組むべきではないかというご意見だったかと思っております。

　大阪府の工賃が全国最下位ということについて、冒頭の事務局の説明にもございましたように、大阪府の特有の事情として、非常に小規模な事業所がもともと非常に多かったということがあります。工賃倍増計画推進事業に取り組む時点でのスタートラインが非常に大阪府は低かったという背景がございます。そのあと、５年間、工賃倍増計画推進事業に取り組んできて、目標の倍増の１万６０００円という数字には、かなり及ばない数字ではありますが、全国平均の伸びと比べますと、大阪府は高い。平均を上回る上位の伸び率を示してきております。

　そのような意味で、この間、取り組んできた事業の成果というのは一定出ていると考えてございます。ただ、依然として全国最下位ということですので、今後とも引き続き原因等を検証して取り組んでいきたいと考えています。

　なお、本年度（平成２４年度）からは工賃倍増計画推進事業のあとを引き継いで、これも国庫の事業ということでございますが、工賃向上計画支援事業という形で取り組んでいます。工賃向上計画支援事業の特徴として、就労継続Ｂ型の事業所については、原則、すべての事業所が工賃向上計画を策定して、工賃の向上に取り組むということになってございまして、大阪府でも、各事業所に計画の策定の働き掛けをさせていただいて、現在のところ、約５００の事業所がございますが、そのうちの９割を超える事業所から引き上げシートの提出をいただいております。これまでの倍増計画の中では、約半数の事業所が計画をつくっているという状況でしたので、それと比べましても、飛躍的に事業所自らの取り組みが進んでいます。これらの支援の効果と相まって、今後、平成２４年度以降の府内の工賃水準の向上にもつながるのではないかと考えております。

　それと、あとの議題にもございますが、「障がい者優先調達推進法」の施行というものもございますので、これを受けて、官公需の発注を工賃の向上につなげていけるような、そのような仕掛けというか。そのような新たな取り組みについても検討していきたいと考えてございます。以上でございます。

○事務局

　地域生活支援課長でございます。今、お伺いの件等について、少し説明させていただきます。

　まず、委員がおっしゃっておられました精神障がいの方の地域移行、あるいはサービス利用が非常に難しいという問題についてでございます。これまで、精神障がいの方の地域移行につきましては、大阪府が主体的にやってまいりましたが、法改正等もございまして、今後は市町村でとなったわけです。ただ、これまでのノウハウとかがありますので、今のところ予定といたしましては、少なくとも２年間は大阪府が継続して主体的にやりつつ、なおかつ、２年先に市町村で円滑にそれが進められるように大阪府も市町村に対して支援していきたいと考えておりまして、大阪府の自立支援協議会の中に、精神障がいの方の地域移行の推進ワーキングというのを設けまして、そういったことを議論してまいりたいと考えております。

　それから、委員がおっしゃっておられました５ページの相談支援の関係ですが、これも法改正で従前、相談支援事業所がやっておりました個別計画です。これがご承知のように、全利用者の方が対象ということになりましたので、正直なところ、各事業所が現在、あっぷあっぷの状態になっております。そこで、大阪府といたしましては、まず、相談支援の人材の確保。これに現在、力を入れておりまして、次年度も研修等を通じて、確保するように予定しているところでございます。

　そして、現在、相談事業に従事しておられる方々について、計画を立てるためのいろいろなスキルも必要ですので、そういったスキルアップの研修も合わせてやっているところでございます。私からは以上でございます。

○事務局　

生活基盤推進課です。先ほど、短期入所、あるいは、グループホーム、ケアホームの基盤整備の問題で幾つかご指摘をいただいたところでございます。われわれも数の問題等を含めまして、中身についてしっかりと考えていかなければならないと思っているところでございます。

　現在、大阪府の自立支援協議会の下に、新たに基盤整備ワーキンググループというのを発足させまして、まだ、第１回目が済んだところでございますが、いろいろなアンケート等も活用しながら、これからやっていきたいと考えているところでございます。以上です。

○牧里会長　
はい。一応、答えていただきましたか。あと、実際上、グループホームなどもそうでしょうが、ミスマッチが多いのではないかという話もありましたが。その辺りについてはどうでしょうか。数値は出てくるのだが、なかなか実際のところは入居者がいないとか。このような細かい詰めというか。その点はどうなのかというご質問があったかと思うのですが。

○事務局

　生活基盤推進課です。数字的なものはまだつかみきれてはございませんが、体験入所等が、給付化されてございますので、そういったことを通じて、取り組みを進めていく必要があると思っております。

○牧里会長　
特に、精神障がいの方々の課題については、大阪府から市町村に事務がいきます。すると、市町村にどれだけの技量があるのか。細かいところを見ていくだけの技量があるのかどうかというのは、大阪府としてはどのようにつかんでおられるのかどうか。このようなテーマもあろうかと思うのです。つかんでなければつかんでないでよろしいのですがどうでしょうか。
○事務局

さっき言いましたように、法改正等がある中で、いろいろな課題があるわけですが、市町村でもこれまでの体制では対応できない部分もあろうかと思っています。

　そのために、今まで以上にいろいろなマニュアルをつくったり、あるいはガイドラインを設けたり、さらには、市町村の方と直接お話ししながら、ヒアリング等もしながら、大阪府として支援できる部分はやっていくようにしていきたいと思っております。

○牧里会長
　委員、手が挙がりましたが。はい、お願いします。

○委員　
これは、今日、別に答えをいただくということではなくて、きちんと議論の場を設定してほしいと思うのです。先ほど委員が問題提起されましたが、とにかく、障がい者を持つ家族の高齢化や障がい者自身の高齢化が進む中で、要するに、生活する場、基盤がないというものが切実なのです。

　私も相談を受けますが、本当にどうしようもないという相談事例がたくさんあるのです。１９６０年代ぐらいから、障がい児を持つ親、家族のニーズとして施設をつくってほしいというニーズが出てきた。これが１９８０年代ぐらいからノーマライゼーションとか、地域生活という立場から、障がい者自身が声をあげて、自分たちは住み慣れた地域で暮らしたい。まさにそのような利害といいますか、ニーズが出てきた。今回の制度改革の中でも、親のニーズと当事者のニーズがぶつかり合うという形。これは、この間ずっと続いているのです。ただ、昔は親が差別にあった。われわれの若いころ、そのような親を見たりしました。そのようなことを言い合っていても何も事態は進まないわけです。

　だから、もう少し行政も含めて、研究者も含めて、知恵を出し合って、親もいずれは死ぬわけですから、言い方は難しいのですが、安心して死んでいけるような、障がい者本人が少しでも安心・安定した生活ができるような対策というのは、やはり取らざるを得ないわけです。

　だから、そのような親のニーズと当事者のニーズがぶつかり合って、行政もどうしたらいいかわからないという手探り状態では、いつまでも施策が進まないと思うので、何かワーキングチームのようなものをつくって、少し集中的に議論する場をつくれないか。それは、１回や２回で答えが出るものではないですから。それをやらないとなかなか前に進めない。

　一方で、どんどん社会保障が削られていくという状況の中で、障がいのある人と高齢者が、安心した地域生活が送れないという事態というのは、ますます進行するような気がするのです。ぜひ、その辺をまた委員も含めて、そのようなワーキングチームのようなものを集中的に議論する場を検討してほしいなと思います。

○牧里会長　
はい。どうぞ、事務局。

○事務局

障がい福祉企画課長でございます。先ほど、一部ご説明をさせていただきましたが、障がい者の地域生活を支える、これは大きな課題だと思っております。その中で、今、委員がおっしゃった親のニーズと本人のニーズというか、そういったところが必ずしもかみ合わないところもあるので、こういった辺りも含めて、地域でどのように支えていくかという点、これから検討していかなければいけない課題だと思っています。

　先ほど、一部ご説明を差し上げましたが、もちろん、われわれ事務方でも検討しますが、既に自立支援協議会の場を使って、そのようなワーキングチームのようなものもつくらせていただいております。まだ始まったばかりですので、これから、例えばグループホームの話であるとか。あるいは、施設についての地域生活を支える入所機能のようなもののあり方とか。そういったものをこれから検討していくところでございます。

　今、ご指摘もいただきましたので、またいろいろな関係者の方にもいろいろな意見交換の場のようなもの。いろいろな機会を通じてやらせていただきたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。

○牧里会長
　少し待ってください。続けて今の話に関連していますね。

○事務局

　障がい福祉室長でございます。今、課長からお答えいたしましたが、今おっしゃいましたように、地域で暮らしていっていただけるかということが大きな課題でございます。各機関からそのような試みがされております。

　特に、地域移行を進めるにあたっても受け皿がなければ、進まないということでございます。親が亡くなったらどうするのだという切実な声を聞いておりまして、やはり、これからの高齢化、障がいの重度化、そういったものもございます。あるいは、非常に近々の課題としても重度の心身障がい児者の対応。こういったものが重要になってまいります。

　そういったことにつきまして、現在、大阪府でもいろいろ先生方のご意見を聞きながら検討を今、進めているところでございます。グループホーム、ケアホームについては、特に、一元化の話もございますが、そういったことにどう対応していくのかということを検討していきたいと考えています。

　それから、地域で生活していっていただくためには、連携が必要でございます。医療との連携。あるいは、事業所等の連携。そういった連携がございますので、それも一律にこうというわけではなくて、それぞれの場面によって、連携の相手も変わりましょうから、そのようなところについても、それぞれの課題について、どのような連携がいるのかというのを並行して検討しているところでございます。

　それから、相談支援につきましても、重要なツールでございまして、基幹相談支援センターを全市町村につくっていただくということで進めておりますし、そこに対する大阪府のいろいろな技術的な支援、このようなこともしながら、身近で相談にのっていただけるような体制も組んで、地域で相互的に暮らしていただけるような方策を、私ども全庁一丸となって進めていきたいと思っております。また、いろいろとご意見いただきますようによろしくお願いいたします。

○牧里会長　
少し待ってください。委員からお願いします。

○委員　
私は地域生活を要望している中について、今後、自立支援協議会の中でという話は、昨年度ぐらいからも聞いていたわけです。大阪府でやられる自立支援協議会に対しては私らは全く関与していないのですが、そのような中で議論しています、検討していますと言われても、どのような中身が進んでいるのかと。

　そのような意味で、自立支援協議会がスタートしているのであったら、ぜひ、入れていただきたいし、まだの段階だったら。もちろん、どちらにしても入れていただきたいなと思うのです。いかがでしょうか。

○牧里会長
　はい。では、委員、意見を聞きましょう。

○委員　
この議論をここでどこまでするのかわかりませんが。認識のところで一応、させておいてほしいのですが。親のニーズと本人のニーズの違いということは、結構、どこでもよく言われることなのです。

　親のニーズと本人のニーズが違うわけではなくて、親のニーズというのは、我が子が私以外の、親以外の人と幸せに暮らし続けられる場所がほしいというのが親のニーズなのです。障がいのある人だって、親から早く離れて独り暮らしをしたいというのは、これは基本的にニーズだと思うのです。これは対立するものでも何でもないのですが、残念ながら、それが対立しているからこのような言われ方をするというのが一つあるのです。

　もう一つは、今の親の実態でいいますと、親は本来、子どもを早く独立させるべきであるのに、抱え込みに入っているのです。なぜかと言うと、入所施設はもう望みがないと。とにかく、近郊には入所施設で入れるところがないわけですから。北海道とか、高知県とか、いろいろな所へ行かざるを得ない。

　もう一つは、グループホームは土曜日、日曜日は帰ってこないといけないというのが現実の実態としてあるのです。そうなると、土曜日、日曜日を支えることすら、やはり困難になってきている親はグループホームも入所施設も期待できなくなってきているわけです。

　そうすると、とにかく、私が生きている限りは、私がこの子を支えますという。抱え込みに入ってしまっているのです。これが、結果として、親が急に亡くなって子どもだけが追い出されると。その子は親が亡くなったとたんに住む場所も暮らす場所もなくなって、人里離れたところに無理やり連れて行かれるわけではないですか。それは、今、虐待問題がいろいろ言われていますが、これこそ、本当の最大の虐待だと思うのです。

　そのような視点で議論をしていただかないと、大阪府の自立支援協議会がいろいろ議論をしているかどうか知りませんが、何をテーマにしているのかわかりませんが、とにかく、入所を希望したり、親がいなくなった人たちをどうしようかという議論をされているのだと思うのです。そうではなくて、今起きている親と子の関係。この癒着関係を早く断ち切るために、５０歳代、６０歳代の親では遅いのです。２０歳代、３０歳代の親の段階でいかに離すかという議論をしていただかないと。事後対策をいくら議論してもしようがないと思うのです。少し言いすぎましたが、そのような視点でぜひ、議論をしてほしいと思います。

○牧里会長　
はい。委員、どうぞ。

○委員　
先ほどの委員の発言を受けてですが、確かに大阪府の自立支援協議会については、私も直接関与していないので中身がよくわかりませんが、ほかのところでよく出る話というのは、結局、そこは話し合いというよりも聞き合いなのです。誰かが資料をつくってきて、それを聞いて持って帰って、それをまた広めてくれるのだったらいいが、持って帰って自分のデスクの中に資料として置いておくと。自分だけのノウハウになってしまうわけです。一つも広がっていないわけです。それが大多数だと思うのです。だから、自立支援協議会というものに、過大な期待を持つほうが今の状況ではおかしいかなと私は思います。

　少し大きな話になりますが、国連が障がい者の社会開発をするときに、ツイン・トラック・アプローチ（Twin Track Approach）というのをやっていて、一つが要するに人間開発です。それから、もう一つが社会開発です。

　今、大阪府の事例で話をさせていただくとすれば、もともと人が大人になって成長していくところをハビリテーションというのです。これは特に子どもさんの障がいのある方にとっては、ハビリテーション教育というのは非常に大きな要素になっています。

　それから、私たちのように中途障がいの者は、一応、ハビリテーションができているとすれば、リハビリテーションで、もう一度社会に戻っていくためのさまざまなノウハウを身に付けるということです。

　私たち脊損協会（大阪脊髄損傷者協会）としては、ケアサポートも含めて、ピア・カウンセリングとか、ピア・サポートで支援して、ノウハウを教えてあげれば普通、みんなそのまま立ち上がって、就労もし、普通に社会生活もできていくわけです。

　今、国連などの人間開発のところでは、エンパワーと言われていますが、エンパワー以前に、やはりリハビリとか、ハビリテーションとか、そういったところをきちんとやっていかないと、障がいのある人たちにどのような方向で努力をするか。ただ就労しなさいといって、就労の職業訓練としての訓練をやるということは、単に作業なのです。

　作業ではなくて、その先に何があって、どのような生活をして、どのように自分の人生をつくっていくかということも本来は教えてあげないと。ただ、働くことは人間の最大の自己実現だと言われますが、私は違うと思います。やはり、自分の能力を生かして楽しい生活を送って、最後、楽しかったなと思って死んでいけるのが一番いいことだと思います。そうしたら、楽しんで生活できるようなノウハウをきちんと与えてあげるような方法が必要になると思います。

　それから、もう一つは、社会開発でいうと、どうもここの場でもそうなのですが、既にある制度とか、施策、それを動かして何とかしようと思っていますが、そうではなくて、既に間に合っていないものがたくさんあるので。

　例えば、先ほどの平成２３年度までの実現が半分しかできていないようなものもあります。そうしたら、例えば、賃金にしたって、作業所に頑張って拡大してやりなさいと言ったって、作業所は一生懸命やっていると思うのです。そうではなくて、やはり社会のほうでもう少しそれを支援するとか、受け入れるとかいうような方向をつくってあげないと伸びていかないと思うのです。

　そのような意味では、あるものをあるように使うだけではなくて、新しいニーズとか、新しい方法に対応するようなものをつくっていかないといけない。それを、われわれノウハウを持っているものや、関係者が集まって、どうしてやればいいかということを、知恵を集めて考えたらいいのではないかなということを委員はおっしゃっていたと思うのです。そこのところを掛け違えないようにして。今あるものがベストではなくて、さらなるベストを考える。それをつくっていかないといけないということだと思います。以上です。

○牧里会長　
はい。課題とともに、もう少しワーキングチームか、プロジェクトチームか、集中的に検討することはしないのかという委員からご提案がありましたが。この点は、どうでしょう。今すぐ答えるわけにはいかないでしょうが、考える余地があるかどうか。

○事務局

　障がい福祉企画課長でございます。ご指摘いただいたそのような集中的に検討する場という話で、いわゆる地域生活を支えていく具体的なビジョンのような話もあるのかもしれませんが、そういった辺り、先ほど申し上げたのは自立支援協議会という場でしたが、こちらも今、始まったところでございます。これから、いろいろな意見をいただきながら進めていくという場でございますので、具体的な進め方とか、そういったところも含めて、またよく皆さまのご意見等も伺っていきたいと思っております。

　それから、いわゆる自立支援協議会の進め方のところにつきましては、これは今１０ほどの部会があって、いろいろな部会でいろいろな検討をされております。進め方等、不具合がある部分につきましては、こちらも見直しをさせていただければと思っております。

　それから、委員からいただきました、障がい者の方が楽しんで生きていけるためのノウハウの話ですとか、あと、今の制度、施策がすべてではなくて、新しいものをつくっていくというのは、これはまさにわれわれの制度、施策については、もちろん検討すべきところは検討し、あるいは、国に言っていくべきことは言っていきますが、そのような新しい視点とか、そういったものをこういった場でもちょうだいをしながら、また検討をしていきたいと思っております。引き続きご協力をいただければと思っております。よろしくお願いいたします。

○牧里会長　
はい。

○委員　
大阪聴力障害者協会です。以前、この場でも申し上げましたが、懇談をしているときに、誰かが一度、話して、それを通訳者がそれを聞いて通訳を行っております。それを見ていますので、少し時間的にタイムロスがあります。聞こえない私が理解するまで、少し皆さんと比べると遅れがあるかと思います。この辺りの配慮をお考えいただきたいと思っております。

　それはさておきまして、資料を見ますと、聴覚障がい者なので、手話通訳者の数の拡大ということですとか、盲ろう者に対する触手話や、そこら辺の拡大について、増えていないということに対して、協会でも考えていることですが、一番大きな問題は、大阪府の計画は必要ですが、各市においても底上げが絶対的に必要になってくると思います。市町村での底上げがない場合、大阪府の計画でも進んでいません。その辺りも問題があると思います。

　例えば、各市において、地域で福祉に対する計画をつくっているかと思います。そちらでも協議会でもあると思いますが、その中で、聴覚障がい者、当事者がきちんと入っているのかどうか、その辺り。

　また、大阪府からの市町村に対する意見を聞いて、市町村に対しても働き掛けを行っていく。その辺の取り組みも必要かと思っております。いくら市町村の判断に任せるということにはなってはいるとはいえ、それでほったらかしになっていてはなかなか数も増えていきません。その辺り、今まで市町村に対しての働き掛けはどのようになっているのか。また、それはしているのか、していないのか。また、各市において、地域の自立支援協議会の中に聴覚障がい者は参画しているのかどうか。この辺りの数を把握しておられますでしょうか。

○牧里会長
　自立支援協議会のあり方をめぐる話が、委員からも出ておりましたが、大阪府レベルの自立支援協議会と各市町村の協議会との関係とか。市と自立支援協議会の関係とか。少し複雑なのですが、そのことに関して何か事務局でご意見はありますか。

　例えば、どのような実態になっているとか。自立支援協議会自体はそれぞれ独立しているのでしょうが。大阪府と市の関係が、上下関係があるというわけではないでしょうが。そこの関係などはどうなっているかとか。ご意見いただきたいと思います。

○事務局

自立支援課でございます。現在、来年度から障害者総合支援法が始まるということで、本年度からなのでございますが、大阪府では、手話通訳にかかる市町村の福祉部局とじかに話をする活動をしておりまして、その中で現在の手話通訳の派遣、あるいは養成に係るさまざまの課題を共有して、お互いに公益的な関わりの中で、どう調整するかという活動、調整の役割を果たすような会議を本年度から開催しているところでございます。

　その中で、少しでも手話通訳の拡大につながるように市町村と大阪府で共同して進めていこうという形で、今後も会議を継続することといたしております。

○事務局

　障がい福祉企画課長でございます。まず、市町村の自立支援協議会に、聴覚障がいの方がどれだけ委員として入っているかという数字につきましては、申し訳ございません。今、正確な数字は私ども、持ち合わせておりませんので、また、後日でもご説明させていただきたいと思います。

　それから、今、牧里会長からありました大阪府の自立支援協議会と、市町村の自立支援協議会の関係。こちらにつきましては、大阪府は広域の課題、市町村はそれぞれの地域の課題ということで、それぞれで運営をさせていただいております。

　ですが、当初から両方の連携といいますか、大阪府からの目線でいえば、市町村における課題をどうやって把握していくかというのが課題ということで、ちょうど本年度（平成２４年度）からですが、例えば、市町村の職員および市町村の自立支援協議会の事務局の方などに一斉に集まっていただいて、いろいろな意見交換をやらせていただいたり。あと、こちらからもいろいろな情報提供をさせていただいたりということで、本年度は、既に２回。去年の７月と、あと、今年のこれは月曜日。この間の月曜日にやらせていただいたところです。

　このような取り組み。いろいろな評価はいただいておりますが、こういった場をきちんと使って、双方の連携というのは図っていきたいと思っております。私からは以上です。

○牧里会長
　もう少し実態をどこかで、市町村の実態も含めて、どこかで報告をお願いしたいと思います。さっきのプロジェクトチームではないのですが、何か具体的にないと市町村の協議会も、大阪府と協議しようということになかなかならないのではないかと。

　例えば、先ほどのショートステイについて、もう少し多様な道を考えるプロジェクトチームを考えてみようだとか。どこかの市町村に協力してほしいとか、具体的なものがないと、何か一般論で終わってしまって、課題はいろいろあるが、何も前に進まないというところで、いつも話が終わってしまうのではないかと。

　このようなことも含めて、どのような議論がされる可能性があるかといった辺りの実態も含めて。もちろん、構成メンバーがどうなっているのかということもありますが。そのような報告をどこかでしていただきたいなと思います。

　すみません。委員、お待たせしました。

○委員
　筋ジス協会（日本筋ジストロフィー協会）でございます。今、自立支援協議会とか、いろいろお話しされているのですが、あくまでも市町村単位というところは、非常にわれわれとしてはネックとなっているのです。

　進行性筋ジストロフィーというのは、希少疾患で各市町村に何人かしかいらっしゃらないのです。例えば、私の住んでいる河内長野市では、私のところだけなのです。ですから、そのような中で、協議会に入れとか、地域の運動に加われとかといったら、少し無理な面がある。

　ですから、できたらわれわれは府単位。または大きな大阪市単位ぐらいでお願いできないと、各市町村に持っていきますと、相手にされないというところがございます。

　それと、寝たきり、あるいは呼吸器を付けている人がだいぶ多くなっておりまして、それも在宅で呼吸器を付けながら、電動車椅子で人に付いて、ずっと一日中監視していただかないと呼吸器が外れるとたちまち死に至りますので。

　そのような中で、グループホームであるとか、そのようなのは受け入れがないのです。あったとしても市町村に１人、２人。そのようなところも大阪府として、特に考慮していただきたいなと。

　今、私、聞いていましたら、皆さんは何人いらっしゃるか知りませんが、数の多い方が非常に多いと思いますので、このような希少疾患の方。それと、昔は２０歳までで亡くなるということで言われていたのですが、現在、人工呼吸器の発達やら、いろいろな合併症の予防で、うちの息子でも１８歳か、２０歳で死ぬと言われていたのが４５歳まで生きておりまして。ですから、何度もおっしゃっていますように、親が先に亡くなるというところを非常に心配しておりますので、できたら市町村単位でしていただきたい。幾ら運動しても１人や２人のためにはやってくれません。とにかく、これはわれわれが個人的にいつも障がい福祉課に行って、お願いにあがらないと団体でお願いできることはないのです。堺市とかは、何十人とかいらっしゃいますが。そのようなことで今後、希少疾患も考慮に入れていただきたい。

　それと、進行性ですので、今日できて、明日はできないというのが実態でございます。ですから、希少疾患の進行性筋ジストロフィーというのを、もう少し考慮に入れていただいて、障がい者施策を進めていただきたいなという考えを持っております。どうぞ、よろしくお願いいたします。

○牧里会長

　はい。委員も何かございますか。
○委員
　それぞれ切実なる意見が出ておりますが、私も、親亡き後ということを早くから申し上げていましたが、それについては、こうします、ああしますというような代表的なお答えもなかったかに思います。

　それはやむを得ず、親は年を取ったら死んでしまうよというのは当たり前のことですが、そこらでやはり行政として、きちんと対応を考えていただきたいと思います。

　それと２点目。今、委員もおっしゃったように、地方分権ということで、国に言えば、いや、府です。府に言えば、いや、市町村ですと。何か責任のなすり合いをするような状況が多々あるのです。

　地域生活支援事業など、隣の町と全く状況が違う。この格差を申し上げても、「いや、それは市町村ですよ」ということで一切受け入れてもらえないというような状況がいまだにあるわけなのです。だから、それをどこかで、国なら国、府なら府、そこである程度の物差しというものをつくって、この範囲はこうですというようなものをつくってもらわないと、いつまでたっても格差は解消しないだろうと思います。

　だから、今、委員がおっしゃるように１人だったから相手にしてもらえない。行政というのは、やはり業態効果ということで、数が多かったらしましょう。少なかったら辞めましょうというようなところがあるので、それでは、多い障がい者であればいいが、数少ない障がい者であれば、情報は何も入ってこないだろうと思います。

　私もいろいろな立場で、いろいろなことを申し上げているのですが、今のところ、やはり計画を１００％にすれば、それでオーケーというのではなくて、１００％できていても、まだその上をいくのだという気概を持ってやっていただかないと。３０％は終わりましたというだけではいけないと思うので、その辺りをまた、いろいろと委員がおっしゃるようにそれぞれの分野で、プロジェクトチームを作り上げてでもやっていくという気概で。市町村も大阪府も一緒だということを前提にやっていただかないと市町村によって、障がい者が全く違う立場であるということはおかしいわけなのです。その点だけよろしくお願いいたします。

○牧里会長
　計画に関するご意見だけで今、８０分を使ってしまいました。あと、４０分しか残っておりませんので、次の委員を最後にしたいと思いますが、よろしいでしょうか。はい。どうぞ。
○委員　
アクトおおさかでございます。推進協議会には初めて参加させていただいておりますが、今、第３次障がい者計画、第２期障がい福祉計画の取り組み状況ということで、皆さまで共有されていると思うのですが。

　そこで一つ、発達障がいに関しましては、まだ福祉計画、障がい者計画が立てられたときには、自立支援法上、障がいと規定されておりませんでしたので、当然のことながら、見込み量の中にも数値として現れていなかったと思います。今、議論の中で、数値目標に達していなかった部分等についての要因であるとか、今後、どのように進めるかということが議論になっていますが、発達障がいの方は、今、大阪府に何人いるかという実態すら手帳を持っていらっしゃらない方が非常にたくさんおられますので、おそらく、サービスの利用見込み量、数値目標というのは、障がい者手帳の台帳から導き出されていると思うのです。数にあがっていない人たちがたくさんいるということを、この場で共通の認識にしていただければなと思っております。

　文部科学省の調査で、通常の学級に在籍している生徒の６％以上に発達障がいの特徴があるということで数字が出ていますが、これを単純に当てはめても大阪府内に３０万人以上は、発達障がいの方がいるということになりますので、今、ここにあがっている数字にかなり上乗せで考えていかないと。

　特に今、成人になっている発達障がいの方では、手帳を持っていない方が非常にたくさんいらっしゃいますが、さらに就労していなくて、生活を親御さんが支えているという実態がありますので、今、ここで議論されていることと、親亡き後ということでは、全く重なる部分だと思います。

　それから、推進協議会には、当事者の方もたくさん委員として入っていらっしゃいますが、発達障がいについても、成人の方で当事者で十分代表してお話ししてくださるような方もいらっしゃると思いますので。今後、このような議論していく場に、ぜひ、発達障がいの当事者の方も入っていただけたらと思っております。

○牧里会長
　はい。では、どうぞ、事務局。

○事務局

　障がい福祉企画課長でございます。まず、委員からいただきました、いわゆる希少疾患、難病の扱いということについてです。難病につきましては、４月から自立支援法の対象となっていますが進行性筋ジストロフィーについてはまた別ということにはなりますが。

　ただ、施策としては、既に今の第４次計画の中でも難病は施策の谷間ということで入れさせていただいております。決して、数が少ないからどうこうということではなくて、しっかり対応していかなければいけない分野だとは思っておりますので、これからまたいろいろご意見いただければと思っております。

　それから、委員からいただきました市町村の格差というような話です。これは制度的なところで、例えば、地域生活支援事業のようなところはそもそも地域の自主性というか、市町村の自主性に応じて行うというようなところで言われている部分もございます。

　ですが、おっしゃるとおり、市町村のいわゆる運用面での格差であるとか、制度の内容面での格差というか、違いといったところは、いろいろなところでご指摘もいただいております。既に、例えば、地域生活支援事業でも、移動支援での関係でガイドラインをつくったりとか、いろいろな形でお示しできるものはお示しをしてきておりますので。今後もしっかり市町村の自主性を把握しながらやっていきたいと思っております。

　それから、委員からいただきました発達障がいの関係が見込み量に反映されていないという話はご指摘のとおりだと思います。

　見込み量については、第３期の障がい福祉計画の見込み量にも十分反映されているかという部分はあるのですが、今後もまた次の期も見込み量ということでやっていきますので、しっかりそのような数の認識というのは、これは施策を進めていくうえで、われわれは当然ですが、市町村のほうとかにもしっかりいろいろお伝えをすべきところはお伝えをしていきたいなと思っております。

　結局、数にあがってこない発達障がいは、おっしゃるとおり認識しており、今回、資料でもお付けしておりますが、新しい事業ということで、発達障がい児者総合支援事業の中でも、いわゆる気づきでありますとか、そういったところの施策を、また拡充したりしております。いろいろなところでそういった支援の届いていない方々への、手をさしのべる施策をこれからも引き続き意識してやっていきたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。

○牧里会長
　たくさんのご意見とか、要望とかをいただきましたが、これらを踏まえて、もう少しめりはりが効いた施策の連携等を行っていただきたいなと思います。特にワーキングチームとか、プロジェクトチームというのは、ぜひとも、考えていただいて。漫然と検討するよりも、グループホームだったら、グループホームをどのように発展させるかというプロジェクトチームとか。いろいろあろうかと思いますが、少し問題の解決の糸口が見つかるような取り組みをぜひ、お願いしたいと思います。

　まだ、いろいろご意見があろうかと思いますが、あと、３０分しか残っておりません。大きな課題が二つ残っておりますので、次に移りたいと思いますが、よろしいでしょうか。

○委員

　２分だけ。

○牧里会長
　２分だけ、どうぞ。

○委員
　ここ２、３日、生活保護の問題、兵庫県の小野市の議会の決定が非常に気になるのです。もちろん、不正受給は当然取り締まると。適正受給というのが必要でしょうが、やはり、障がい者で生活保護を利用せざるを得ない方がたくさんいるのです。そのときに、さっき、委員がおっしゃったように楽しく生きるという意味で、余暇の利用というのは当然あって、その中にパチンコやらというのもあると思う。もちろん限度はあるし、倫理的な使い方というのも求められますが。それを今度は通報するなどということになると、本当に戦前の制度に取り締まられるようなことで。同じように移動支援が実際いろいろな市町村で制約されています。この辺の問題をやはりきちんと議論して、ノーマライゼーションの積極的な実施府県として、ぜひ、きちんと府としての見解を出してほしいと思います。

○牧里会長
　はい。新たな課題も提案されましたので、これも含めて検討をお願いしたいと思います。

　それでは、少し進行の不手際で偏った時間配分になりましたが、２つ目の「大阪府における障がい者が必要とする社会的障壁の除去のための配慮や工夫の事例について」に移りたいと思います。これも手短に事務局から説明をお願いしたいと思います。

○事務局

　障がい福祉企画課です。私から議題３で「大阪府における障がい者が必要とする社会的障壁の除去のための配慮や工夫の事例について」ご説明いたします。

　今回の事例募集の背景でございますが、皆さま、ご案内のとおり、改正障害者基本法におきまして、社会的障壁のために困っている障がい者がおられるとき、それをなくすための合理的配慮をしなければならないということが明記されました。

　大阪府でも、平成２４年３月に策定しました第４次大阪府障がい者計画におきまして、改正障害者基本法を踏まえ、基本理念であります「人が人として支え合い、共に生きる自立支援社会づくりのもと、社会を構成する個々人の支え合いにより、合理的配慮の実践が広がっていく社会を目指す」としております。

　こうしたことから、大阪府としまして、府民に合理的配慮を進めていただく一助とするために、さまざまな場面で実践されている障がい者に対する配慮や工夫、また、障がい者が「あったらいいな」と考える配慮や工夫を募集し、広く周知することといたしました。

　募集にあたりましては、委員の皆さま方にいろいろとご協力をいただきました。この場をお借りしてお礼を申し上げます。ありがとうございます。それでは、資料に沿って説明させていただきます。

　資料は、資料２でございます。厚い冊子版と、冊子版の内容の要点をまとめた概要版とがございます。説明の順番としまして、まず、冊子版をもとに全体の構成を説明させていただきまして、そのあとで、内容につきまして概要版をもとに説明をさせていただきます。

　では、まず、お手元の冊子版でございますが、冊子版の墨字版２ページ、点字版も２ページでございます。目次を示しております。

　まず、１、「はじめに」としまして、本件募集を実施することとした背景。次に、２、「募集の内容」として、募集期間や応募件数の紹介。次に、３、「募集結果」として、ここから事例を紹介しております。

　事例紹介ですが、目次にありますが、（１）公共交通機関、公共的施設から（７）その他まで大きく７つの分野に分けております。さらに、７つの分野ごとに具体的な場面ごとに分類しております。墨字版５ページ、点字版１１ページをお開きください。

　募集結果で、まず、そこに（１）公共交通機関、公共的施設とございます。この分野でまず、「①バリアフリーに関すること」とございます。このあと、後ろに「②コミュニケーション、案内、情報提供」、「③その他」と。このあと３つの場面に別れておりまして、それぞれにおいて、アとして、企業等で現に行われている配慮や工夫。イとして、障がい者があってよかったと思った配慮や工夫。ウとして、障がい者が困ったこと、あったらいいなと思う配慮や工夫の事例を順番に紹介しております。

　バリアフリーとコミュニケーションに関しましては、（１）公共交通機関から（５）雇用まで、それぞれの分野で共通する場面として事例を紹介しております。そのうえで、コミュニケーションに関しましては、いずれの分野にも属さないものにつきまして、（６）として独立させて情報、コミュニケーションの保障として一分野設けております。（１）から（６）のいずれにも属さないものは（７）その他としております。以上、合計７つの分野で紹介しております。

　また、墨字版で４３ページ、点字版ですと１４５ページをお開きいただけますでしょうか。ここで大阪府および府内市町村から寄せられた代表的事例を紹介しております。ここまでが事例の紹介でございまして、そのあと、墨字版４４ページ、点字版の資料で１４８ページになりますが、４としまして、募集結果の分析として、分野ごとの分析をしております。

　最後、墨字版の資料で４９ページ、点字版の資料で１６８ページでございますが、「５　おわりに」としましてまとめをしめしております。

　この後ろに参考資料ですが、点字版の資料ですと、１７２ページからになりますが、今回の事例募集に応募いただいた事業者の中から、事業者名の公開を「可」とした事業者の一覧を示しております。以上が冊子版の構成となっております。

　次に、今回の事例募集結果の内容の説明ですが、こちらは概要版の資料を基に説明させていただきます。

　概要版ですが、墨字版の一番上、点字版ですと１ページに「はじめに」とございます。これにつきましては、今回の事例募集の背景ということで、先ほど、少し冒頭に述べさせていただきましたことと重複しますので省略をいたします。

　次に、墨字版の資料で左下です。点字版の資料では２ページになりますが、募集の内容ということでございまして、（１）募集の目的ですが、これは先ほども少し述べましたが、さまざまな場面で実践されている障がい者への配慮や工夫の具体的な事例等を集約し、これを周知することにより、府民の合理的配慮の実践の促進を図るということでございます。（２）募集の方法ですが、企業等における障がい者に対して現に行われている配慮や工夫事例をホームページ等を通じて募集し、合わせて障がい者の方々が受けている。または「あったらいいな」と思う配慮や工夫の事例を障がい者および障がい者団体から募集をいたしました。（３）募集時期ですが、平成２４年１１月３０日から平成２５年１月２８日の約２カ月募集いたしました。

　点字版資料は３ページにまいりまして、（４）応募数ですが、企業や事業者からは１６２通。障がい当事者の方々からは３０２通の応募をいただいております。

　続きまして、内容ですが、墨字版の資料で右側にいっていただきまして、点字版の資料は４ページからになります。募集結果、分析等ということです。分野ごとに事例と分析につきまして説明してまいります。

　最初に公共交通機関、公共的施設の分野でございます。バリアフリーといたしましては、段差の解消、点字ブロック、多目的トイレ、車椅子仕様車用駐車規区画の整備など、これらにつきまして事業者から事例の応募がありますとともに、障がい者からも「あってよかった」との意見を複数いただいております。

　大阪府の福祉のまちづくり条例とか、バリアフリー法等に基づく福祉のまちづくりに一定の成果が見られたのではないかと思っております。しかし、一方で障がい者の方からは歩道の拡大など、一層のバリアフリーを求める声も多数いただいております。

　コミュニケーション案内等についてでございますが、障がい当事者の方からは、建物の入り口等の音声案内とか、電車内の電光表示板による事故情報の発信など、ハード的な整備を求める意見がある一方、車内放送をはっきり聞こえるようにしてほしいといった意見もいただいております。可能なところから配慮や工夫の事例の積み上げをしていくことが望まれます。

　次に、買い物サービスの分野です。点字版資料は５ページになります。この分野では、非常に多岐にわたる事例や意見から３つのポイントで整理をいたしました。

　１つ目がコミュニケーション、接遇等でございます。ここでは金融機関での代筆や定員等の適切なガイドによるコミュニケーションのほか、定員をサービス介助士の資格者とするなどの接遇面の改善を図る取り組みがございます。

　障がい当事者からのご意見としては、代筆が認められて助かった。定員の適切なガイドによってスムーズに買い物ができたと。そういった事例も寄せられておりまして、今後、こういったソフト面での一層の取り組みというのが求められると思っております。

　２つ目のポイントとしまして、ＩＣＴ（Information and Communication Technology：情報通信技術）の発展、普及でございます。ＩＣＴとは、情報や通信に関する技術のことでございますが、障がい当事者からの意見でインターネットがあることによって、買い物をはじめ、生活が大変便利になったという意見がある一方で、銀行のＡＴＭがパネル式になってわかりにくくなったという意見でありますとか、ホームページ上のＰＤＦファイルが読めない、わからないといった意見もいただいております。今後、障がい者の立場に立ったＩＣＴ機器の開発やその活用が求められると思います。

　３つ目に、障がい者に優しい製品やサービスの開発です。器具が倒れたときに自動でガスが止まるシステムが付いたガス器具の開発でありますとか、住宅メーカーにおいては、ユニバーサルデザインに精通した設計者を養成するなどの事例がございまして、障がい者に優しい製品やサービスの開発に取り組む企業がございます。

　障がい者の視点を踏まえることで、製品やサービスが障がい者だけでなく、すべての人々にとって、利用しやすいものになると考えられ、こうしたユニバーサルデザインの考え方をベースとしたさらなる取り組みが望まれると思います。

　次に、医療の分野でございます。点字版の資料は６ページになります。医療の分野のバリアフリーという点では、障がい当事者からは、カウンターが高くて手続きの際に困る。また、病院の入り口が狭くて入れないといった意見をいただいております。

　「あってよかった」という意見では、車椅子で利用しやすい病室の広さが確保されていたとか、病院の各階に障がい者等のトイレが設置されていたので助かるといった声もいただいております。

　次のコミュニケーションでございますが、例えば、丁寧な筆談をお願いしたいとか、声がよく聞こえるように、あるいは、口話を読み取れるようにマスクを外して話してほしいなど、障がいのある患者の特性に配慮したわかりやすい説明を求める意見が多数ございました。コミュニケーション手段に配慮しつつ、丁寧な説明が求められます。

　また、病院内の移動が大変であるといった声が多数ありまして、病院内の移動に関しまして支援の充実といったものが求められると思います。

　次に、教育の分野でございます。教育の分野では、公立学校における、ともに学び、ともに育つ教育の推進の観点からの取り組みなど、障がい特性に応じた幅広い配慮や工夫の取り組みがございました。

　具体的には、例えば、授業の進め方の工夫。重要なキーワードについては、カードを作成して説明する。口元を読み取れるように説明のときは必ず生徒のほうを向くといったことや、教材の拡大版の用意。授業で使用するビデオの文字起こし。ボランティアを活用したノートテイク等による支援。遠隔講義システムの活用等の事例の応募をいただいております。

　障がい者の方からは、座席を前にしてもらえたので、口元の動きがわかったとか、また、２時間目からの出席を認めてもらえたなど、座席や出席に関する配慮を評価する意見をいただいております。

　次に雇用の分野でございます。点字版は７ページになります。雇用の分野におけるバリアフリーとしましては、段差の解消、点字ブロック、多機能トイレの設置といった施設整備でございますとか、パソコンマウスの代わりにフットペダルを活用するなどの事例をいただいております。

　次に、勤務時間等に関する配慮としましては、スーパーフレックス勤務の導入とか、車通勤の許可、時間差出勤、通院が必要な職員に対する配慮などの事例をいただいております。

次に、配属、業務分担につきましては、障がい特性に配慮しつつ、個人の得手不得手を考慮し、適正にあった仕事を見つけ出す取り組みや、業務の細分化、集約等による業務創出の事例がございます。

　例えば、対人コミュニケーションが苦手な人は電話の対応を行わなくてよいようにしたり、テープ起こしに従事してもらうような事例でありますとか。出勤することが困難な障がい者につきましては、在宅でデータ処理やホームページの更新作業を担当していただくと。そういった具体的な事例を数々いただいております。

　点字版の資料は８ページに移りまして、雇用における障がい理解についてでございます。障がい当事者から職場の人たちに対する教育を求める声や、理解者がつくれず孤立をしてしまったなどの声をいただいております。障がいのある従業員とのコミュニケーションを緊密に行っていく必要があると考えられます。

　最後の分野で情報、コミュニケーションの保障についてでございます。１つ目のポイントとしまして、ＩＣＴの活用がございます。今後、ＩＣＴを活用した障がい者の情報、コミュニケーション支援の充実が望まれます。

　２つ目のポイントとしまして、緊急時に関わる情報提供でございます。災害など緊急時に関わる情報を的確に提供されることを求める意見が出されております。こういった点での配慮や工夫の取り組みをさらに進める必要がございます。

　以上の分野ごとの事例の紹介と分析を踏まえまして「おわりに」として、今回の事例募集結果のまとめを記しております。

　点字版資料は９ページからになります。１つ目といたしまして、障がい者の生活場面ごとにさまざまな配慮や工夫がそれぞれの人的、物的支援の状況に応じて、多様な形で行われていることがわかりました。配慮や工夫に決まったやり方はなく、障がい者の視点を取り入れつつ、それぞれの実情に応じた創意工夫、柔軟な対応を講じていくことが不可欠と考えられます。

　従いまして、府民の合理的配慮の実践につなげるためには、配慮や工夫として求められた内容をわかりやすい形で示していくことが重要となってまいります。このため、大阪府といたしましては、今後、障がい理解の促進のためのイベントや、啓発事業をはじめ、さまざまな機会を活用しまして、今回の募集により蓄積された数々の事例につきまして、幅広く府民に周知を図ってまいります。

　また、国におきましては、今後、合理的配慮の内容につきまして、さまざまな分野ごとにより具体的なガイドラインを作成するといったことが見込まれていますので、今回収集した事例を国のガイドラインづくりに活用いただけるよう提案してまいる予定でございます。

　点字版資料は１０ページに移りまして、最後に国において障害者差別禁止法が検討されている今、あらためて障がい者に対する合理的配慮について、社会が真剣に向き合い、考えていく必要がございます。一人一人が身近な配慮や工夫に取り組むことで、合理的配慮の実践が広まり、共生社会の実現に向けて着実に歩みを進めていけるよう、府民の理解、協力が重要とまとめさせていただいております。議題３に関する資料の説明は以上でございます。

○牧里会長
　はい。どんどん時間がなくなってまいりましたが、意見を聞かないというわけにはいきませんので、２つ目の案件について、事例報告についてご意見ある方はいらっしゃいますでしょうか。はい。委員、どうぞ。

○委員
資料２のところの買い物サービスというところで、１行目の定員をサービス介助士の資格をと書いてあるわけで。これはどのような資格なのですか。私は知らないので教えていただきたいと思います。

○事務局

　障がい福祉企画課長でございます。サービス介助士でございますが、これは民間資格でございまして、ＮＰＯの日本ケアフィットサービス協会というところが事務局でやっている民間資格でございます。内容といたしましては、高齢者とか、障がい者の方、介助が必要な方々に必要な介助をする。その支援を行う方に一定の研修というか、そのようなものを受けたうえで、介助士という資格を付与されるというような仕組みと認識しております。

○牧里会長
　はい。ほかにございますか。丁寧に説明をしていただきましたが、特に、やはり合理的配慮についてはなかなか具体的にわかりにくいという実情ではないかと思います。どのようなイラスト入りの普及版をつくるのか、ＤＶＤをつくるのか。予算があるのかどうかわかりませんが、ぜひとも、普及に務めていただきたいと思います。

　あと、１０分ぐらいしかないのですが、３つ目の「国の制度改革の動向について」。これはご紹介ということになりますが、やはりせっかく準備をしていただきましたので、事務局からまたご説明をしていただきたいと思います。
○事務局

　障がい福祉企画課です。そうしましたら、順次ご説明をさせていただきたいと思います。まず、資料３‐１でございます。いわゆる、障害者自立支援法に変わります総合支援法の概要ということで付けさせていただいております。平成２４年６月に整備、交付いたしまして、平成２５年４月から、そして平成２６年４月からということで段階的に施行されることになってまいります。

　概要でございますが、まず、２の基本理念というところがございます。点字版では２ページのところになります。障害者基本法が改正されまして、その中で共生社会の実現ですとか、あるいは、社会的障壁の除去という、先ほども出てまいりましたが、そういった基本理念というところが新たに盛り込まれたということが１点でございます。

　それから、実質的な改正ということで申しますと、３の障がい者の範囲というところで、ご承知のとおり平成２５年４月から制度の谷間を埋めるべく、障がい者の範囲に難病等を加えるということになっております。現在、難病患者等、居宅生活支援事業という補助事業がございますが、その対象となっております１３０疾患でまずはスタートしているということになります。

　それから、平成２６年改正ということでいきますと、障がい支援区分の創設ということで、現在、障がい程度区分がありますが、障がいの多様な特性、その他の心身の状態に応じて必要とされる標準的な支援の度合いを示すということで、障がい支援区分にあらためるということになります。

　また、点字資料３ページ。障がい者に対する支援のところですが、ここでは重度訪問介護の対象拡大ということで、具体的には重度の肢体不自由者の方に加えまして、重度の知的障がいの方、それから、精神障がいの方が対象になるということ。グループホームとケアホームの一元化ということ。さらには、地域移行支援の対象拡大ということで、行政施設等からの地域移行も対象になるということでございます。

　今、申し上げました内容は、平成２６年４月から施行ということになりまして、今後、国から詳細が示されることになりますので、市町村とともに、施行の準備を進めてまいりたいと考えております。

　一番最後のところで、検討規定というところがございます。常時援助を要する障がい者等に対する支援。障がい者等の移動の支援。障がい者の就労支援。その他の福祉サービスのあり方。あるいは、障がい支援区分の認定を含めた支給決定のあり方ということであります。

　これらにつきましては、平成２３年８月に国の審議会の中で、骨格提言という形で示されておりましたが、その内容の多くが、この法施行３年後を目標とした検討項目という中で位置付けられたということでございます。大阪府として、今後の国の動向を踏まえながら、必要な情報なり提言を行ってまいりたいと思っております。障害者総合支援法については以上でございます。

○事務局

　自立支援課でございます。それでは、引き続きまして、国等による障がい者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律の概要についてご説明を申し上げます。

　資料３‐２をご覧ください。表、裏ございますが、表面の法律の概要の資料に基づいてご説明をいたします。点字資料では１ページから５ページということになります。

　この法律は、いわゆる障害者優先調達推進法という形でございますが、昨年６月２０日に成立をし、本年４月１日に施行されるということになってございます。

　法律の目的につきましては、資料にございますとおり、障がい者就労施設、在宅就業障がい者および在宅就業支援団体の受注の機会を確保するために必要な事項等を定めることにより、障がい者施設等が供給する物品等に対する需要の増進等を図り、もって障がい者就労施設で就労する障がい者、在宅就業障がい者等の自立の促進に記すると表されてございます。

　この法律に規定されます障がい者施設等というのは、就業移行支援事業所、就労継続支援Ａ型、Ｂ型事業所などの障がい福祉サービス事業所のほか、障がい者雇用促進法に基づきます特例子会社ですとか、重度障がい者多数雇用事業所がございます。

　法律の概要でございますが、まず、国独立行政法人等には、優先的に障がい者施設等から、物品等を調達するよう努める責務というのが設けられており、厚生労働大臣が基本方針の策定公表を行い、これに基づいて各省庁などが調達方針の策定、公表を行うと。その方針に則して、各省庁において、調達を実施し、年度終了後に調達実績の取りまとめおよび結果の公表を行うとされてございます。

　また、地方公共団体および地方独立行政法人に対しましては、障がい者就労施設等の受注機会の増大を図るための、処置を講ずるよう務める責務というのがございまして、国の各省庁の長などと同様に調達方針の策定、公表を行い、方針に則して調達を実施し、年度終了後に調達実績の取りまとめおよび結果の公表を行うこととなってございます。

　そのほか、この法律では、公契約における障がい者の就業を促進するための措置等として、公契約について競争、参加資格を定めるにあたって、法定雇用率を満たしていること。または障がい者就労施設等から相当程度の物品を調達していることに配慮するなど、障がい者の就業を促進するために必要な措置を講ずるよう努めるものとされてございます。

　法律の施行は、４日後ということでございますが、現在の進捗といたしまして、資料の裏面。点字資料では６ページから１０ページになりますが、今月１８日に国が定める基本方針の概要が厚生労働省のホームページに掲載をされてございます。今月末まで意見募集が行われているところで、今後、国において意見の集約や修正等を行いました後、閣議決定を行うという運びになると聞いてございます。

　各省庁で定められる調達方針については、さらに、その後ということになりますので、大阪府が調達方針を策定いたしますのは、こうした国の動向を踏まえる必要もございますことから、もう少し時間を要するということになろうかと考えております。

　なお、大阪府といたしましては、平成１３年に障がい者施設等からの物品等の調達に関する取扱指針というものを策定いたしまして、障がい者施設等からの物品購入や器具の提供につきましては、例えば、１００万円以下の物品購入などについては、企画見積りを省略することができるなど、実効性のある定めを設けて、調達の促進に努めておりますとともに、また公契約における取り組みにつきましても、相互評価、一般競争入札制度など、他の自治体等に先駆けた取り組みを進めているところでございますが、今回の法律の施行を受け、今後、より一層障がい者施設等からの調達の促進が図られますよう庁内関係部局等とも十分に連携をし、調達方針の策定など取り組みを推進してまいりたいと考えてございます。以上でございます。

○事務局

　続きまして、地域生活支援課でございます。私からは大阪府における障がい者虐待の防止の取り組みについて説明をさせていただきます。
　それでは、資料３‐３に基づき説明をさせていただきます。まず、法律の概要でございますが、点字版では１ページの中ほどでございます。

　こちらの障害者虐待防止法の法律の目的なのですが、障がい者虐待というのは、決して許されるものではないというところなのですが、障がい者虐待を防止するというところは、障がい者の自立と、社会参加にとって極めて重要であるということで、虐待を取り締まるというわけではなく、虐待を未然に予防するため。そのため、擁護者の支援をいかに行うかというところに軸足を置いた法律ということになってございます。

　法律の進め方ということで、都道府県、市町村に窓口を設けるということになってございまして、その体制づくりについての説明でございます。

　墨字版でいうと、真ん中の中ほどの体制の状況というところでございます。点字版で申しますと、かなりページが飛ぶのですが７ページでございます。

　大阪府には、権利擁護センターを設けるということになっておりまして、これは大阪府の障がい福祉室内でセンター機能を発揮してございます。市町村には、障がい者虐待防止センターというのを設けることになっておりまして、これは既に全市町村で設置済みということでございます。

　そのほか、この法律が昨年の１０月から施行されておりますので、施行に向けた体制というところで取り組みを進めてきております。

　内容につきましては、広報啓発であったり、大阪労働局との連携、市町村の体制整備のための支援としまして、研修やマニュアルの整備等々を進めてきているというところでございます。

　続きまして、虐待防止のための連携協力体制をいかに講ずるかというところで、資料の墨字版でいいますと、右上の資料のところ、点字版で申し上げますと資料９ページでございます。趣旨としましては、関係機関との連携協力体制を構築するというため、大阪府の障がい者自立支援協議会の下に、障がい者虐待防止推進部会というのを設けまして、学識経験者であったり、障がい当事者団体、医師会、弁護士会、社会福祉団体等々ので関係機関が創世しまして、障がい者虐待の未然防止、早期発見、迅速な対応、その他必要な支援に関することを協議してまいるというものでございます。

　続きまして、施設内虐待を防止するための取り組みとしまして、墨字版では資料の左の中ほど、障がい児者施設等サービス改善支援事業。点字版で申し上げますと、資料１０ページというところにございます。

　これについては、施設内の虐待を防止するという名目で、第三者が施設を訪問し、サービス改善。施設自らサービスの改善を支援するということがございます。

　これまで行政が入るとなれば、指導、監督型ということになっておりましたが、これを施設に入って対話をしながら、課題というのを見いだし、それを施設自ら改革をするため促していくというものでございます。

　これにつきましては、平成２３年度から３カ年事業ということで進めておりまして、平成２３年、平成２４年とそれぞれ全施設。成人の施設、障がい児の施設、合わせて全部の施設を回らせていただいているというところでございます。

　続きまして、今後の障がい者虐待防止施策についてというところで、墨字版では左の一番下、点字版でございますと資料１０ページから１１ページにかけてでございます。

　まず、今後の障がい者虐待防止の施策についてですが、当面の課題として、まずは広報啓発、そのあと、事例の情報収集。それを分析し、支援策の事例研究を各市町村等々に情報提供する。あと、職員の対応としまして、人材の資質向上というのを図ってまいろうと考えております。今後の課題としましては、まずは窓口で適切に対応するというのは大事なのですが、やりっ放しでは駄目だということで、モニタリング手法等、評価体制の構築等々を講じていこうと考えております。

　次に、墨字版の資料の中ほど、点字版で申し上げますと、資料１２ページ、１３ページにかけてでございます。障害者虐待防止法の施行。昨年１０月施行となっておりますが、法施行３カ月間の虐待通告の状況について説明申し上げます。

　通報相談件数としましては、３カ月間で２９８件。そのうち、虐待、もしくは虐待と疑われる件数というのは計１１２件というようになってございます。それぞれの虐待累計としましては、身体的虐待が一番多く、その次、心理的虐待、経済的虐待という形で並んでございます。

　最後に来年度（平成２５年度）の虐待防止に関する予算というところでございます。資料でいいますと、墨字でいうと、資料の右下。点字版でいいますと、資料１５ページでございます。

　それぞれ虐待防止に係る対策について、約１９００万円。虐待を受けた障がい者に対する対応としまして、約９００万円。障害者虐待防止法を適切に推進していくため、約２２５０万円という予算を計上してございます。甚だ簡単ではございますが以上でございます。

○牧里会長
　はい。既に予定の時間を過ぎてしまったのですが、もう少しだけ延長してもよろしいでしょうか。５時には終えたいと思いますので。いいですか。延長してもいいですね。では、委員。

○委員
　時間のない中、恐縮です。障害者総合支援法の関係で今回の範疇に難病、慢性疾患患者が加わったということは、いろいろ問題点も持ちながら一定評価をしているわけなのですが。問題はこれが１３０疾患に拡大された中で、啓発活動というか、そのような人たちにどう知らせていくかというのが非常に重要だと考えております。

　従前、日常生活用具の問題とか、あるいは、いろいろな施策について、十分な活用がされていなかったというのが実態になっているわけです。日本全国に通じてもそうですし、大阪府内においても、あまり利用者が少なかったというのが実態になっていると思うのです。障がい福祉企画課さんからそれぞれの市町村というか、担当者というか、難病患者などの場合も、パンフレットを送ってきていただいているのですが、各市町村からは何のお知らせもないわけで。これはどうなっているのかなと率直に思うわけです。啓発をこれからも含めて、十分にやっていただきたいというのが１点です。

　もう一つは、サービスの提供があっているか。いわゆるサービス利用計画をつくって、サービスを受けているわけですから。それに対応するヘルパーさんであるとか、いろいろな部分が必要なわけですが、残念ながら、難病とか、慢性疾患患者に対応できるというか。そのような講習を受けたヘルパーさんとか、そのようなものはまだまだ少ないと思うのです。

　そういった意味で、これも自然発生的にそのような人が生まれてくるわけではありませんので。十分に行政側としてもそのようなヘルパーさんの養成も含めた部分というのを、民間ですが指導というか、援助というか。そのようなものも含めて考えていただきたい。２点です。

○牧里会長
　はい。ほかにご意見ございますでしょうか。どうぞ。

○委員
　２点だけ。１つは、障害者虐待防止法の全市町村に窓口が設置されたといいますが、これは、実情をもう少し十分把握していただきたいと思います。形だけまとめておいても、実際対応できるだけの力量がないとか。やはり十分な把握ができないと思います。

　それから、あと、今後のテーマで、これは大阪府としても耳の痛い話でしょうが、幾つかの自治体で障がい者差別禁止条例というのができています。これはどのような性格にするのかといろいろあって、障がい者差別解消条例ぐらいの表現にするのかとか。宣言程度にするのか、いろいろ議論があるところです。

　少なくとも検討ということで、論議を開始することぐらいしないと、人権推進府県といって、これまで自負してきた大阪府が全然障がい者差別禁止条例の議論さえやっていないと。障がい者団体、ＯＤＦとかいろいろつくっているのだが、では、どうなっているのですかと聞かれるのです。われわれもいろいろ考慮があって、なかなか提示できていない。そろそろ何らかの形を業態する必要があるのではないかという意見です。

○牧里会長
　はい。ほかにどうでしょうか。
○委員
　大阪府人権協会でございます。先ほどの委員の障がい者差別禁止条例のほうにも関連して、少し議論が戻るのですが、３つ目の社会的障壁の除去のための配慮や工夫の事例を、今回募集をしていただいて、取りまとめていただいて、報告していただいたのですが、どのような配慮や工夫を広げていくかということも大事なのですが、今回集められている困っていることとか、あったらいいなと思っていることをきっちりと拾い集めて、これも社会にきちんと示していくということが必要だと思うのです。

　国は、やはり障がい者差別の禁止法をつくるために、合理的な配慮の中身はどうなのかとか、困ったことはどうなのかということを集めていますので、そのような意味でも、このような配慮がされていますよということだけではなく、このようなことが困っているのだということを集められたことをきっちりと、やはり示していってほしいと思います。

　国の関係でいいますと、法律の関係でも、合理的配慮がなされていないことが差別になるというのであれば、何が差別につながる合理的配慮なのかというところを、具体的にガイドラインとして示そうとしていますので、やはり、大阪府で差別禁止条例とかということを検討される今後の動きにも関わって、今回の配慮や工夫の事例について、本当に困ったこととか、必要だということを、ぜひ、きっちりと入れてほしいと思います。私どもの人権相談の中にも、店が混み合ってきたら車椅子の方は利用できませんというような形で、排除するような事例があったりします。

　しかし、今の法律でいうと、それが本当に差別なのかどうなのかということを言い切れないということです。何が合理的なのか。そうしたら、混雑したときには排除してもいいのかとか、それはいけないとかというところを今、具体的に事例から拾い上げていくことが必要だと思いますので。

　配慮や工夫の事例について、本当に困ったこととか、それをきっちりとまとめることによって、障がい者差別禁止条例とか、必要だという論議につなげていただきたいなと思います。

○牧里会長
　はい。ほかにはよろしいでしょうか。国のそのような施策の動き、法律の改正の動き。それに伴って、大阪府としての独自で考えるべきこと、やるべきことがあるのではないかということで、幾つかの提案もいただきました。はい。事務局、どうぞ。

○事務局

　障がい福祉企画課長でございます。まず、委員からいただきました難病の関係。特に、市町村からの啓発が弱いのではないかというご指摘でございます。

　先ほど紹介をしていただきましたように、大阪府からは、実は４月１日施行ということで、いろいろな紹介のパンフレットというか、簡単なリーフレットのようなものでありますとか、あと、４月の『府政だより』などにも記事を載せるということで、準備を進めております。市町村にも４月１日施行ということで、これまでにいろいろな市町村との会議の中で、いろいろ必要な準備をということで、その中で啓発というか、情報の周知という話もさせていただいているところではございますが、今、ご指摘もいただきましたので、また、改めてしっかりとやっていきたいと思っております。

　それから、難病に対応できるヘルパーさんが少ないということについてご指摘があるのかなと思っております。今回、福祉のサービスということでこれも障害者総合支援法に入ってきますが、ヘルパーの養成の仕組み自体が基本的に今後も変わらないということで聞いておりますので、引き続き、福祉のほうとしても、関係の部署とも連携して、やっていきたいと思っております。

　それから、委員からいただきました差別禁止条例の動きが出ているという話でございます。大阪府としても、例えば、千葉県ですとか、北海道等々で条例づくりというのが進んでいるという点は承知をしているところでございます。

　一方で、条例という話になりますと、先ほどの委員のご指摘にもありましたが、まさに差別とは何ぞやとか、合理的配慮というのは何ぞやというのがなかなか非常に定義が難しかったりとか。

　あと、国でも今、法律の動きが進んでいるという中でも、例えば、救済とか、そういった話も含めて、定義が難しかったり、あと、基本的には全国の一律できちんと対応していくとかいうことが必要なのかなと、現在のところは認識しているところでございます。

　大阪府としては、今日紹介をいたしました合理的配慮の実践に向けた配慮や工夫の事例ということで、今回、事例収集をさせていただいた実際の例でありますとか、身近なところから取り組んでいる配慮や工夫の例というのを、しっかり周知をしていくということで、まず、府民の皆さま方の障がい理解の促進というか、啓発というのに力を入れていきたいと考えているところでございます。

　委員からご指摘をいただきました、合理的な配慮の内容で「あったらいいな」の内容についても周知をしてほしいということについて、まさに、われわれはそのような思いで今回、事例収集というのも、企業さま、事業者の方だけでなく、当事者の方の今の声。「あったらいいな」という声も含めて、一緒にこうした形でまとめさせていただいたところでございます。

　今後、国でご指摘のとおり、ガイドラインづくりといったものも始まる。今、もう既に行われているのかもしれませんが。そういったところにもきちんと今回の事例というのを参考に出していきたいと思っておりますし、府民の方々にもいろいろな形で周知、あるいは啓発といった形で進めていきたいと考えております。以上です。

○牧里会長
　はい。どうぞ。

○事務局

　地域生活支援課長ございます。委員のおっしゃった障害者虐待防止法の関係で少し説明させていただきたいと思います。

　市町村の窓口。先ほどの説明で、全国の市町村にセンターを設けたと申し上げましたが、委員がおっしゃっていますように、確かに、昨年１０月からの法施行ですので、そういった事案が全くない市町村。特に、人口規模の小さいところはたくさんございます。従って、ノウハウも全くないというところがあるわけです。

　それで、今後といたしましては、これまでの実績等を調査いたしまして、大阪府で分析いたしまして、それを基に市町村の担当の職員への対応力向上を意識するような研修や対応事例の情報提供。その他必要なもろもろの虐待防止に関するような大阪府としての支援。こういったものを進めていきたいと思っておりますのでよろしくお願いします。

○牧里会長
　はい。さまざまな要望が出ましたが、また引き続き検討をお願いしたいと思います。

　あと、参考資料１。これはよろしいですか、見ていただくだけで。大阪府としてこのような事業展開をしますということで、参考になさってください。

　大幅に時間延長してしまいましたが、これは皆さまの熱心な意見、議論によるものでございまして、その賜物で延長してしまったということでご理解願いたいと思います。

　あと、実は、本日同席いただいています福祉部長さんが退任されるということなので、福祉部長は、この間ずっと福祉部障がい福祉室の課長、室長、それから、現在は福祉部長ということで、大阪府の障がい福祉に関わることに一貫してずっと関わってこられました。敬意を表して一言ごあいさつを、いただきたいと思います。

○事務局

　福祉部長でございます。第３３回大阪府障がい者施策推進協議会の閉会にあたりまして、一言ごあいさつを申し上げます。

　委員の皆さまには、長時間にわたりまして、ご審議いただきまして、また、牧里会長には議事の進行でご協力いただき、どうもありがとうございました。ただ今、いろいろ切実な問題をご提議いただきました。しっかりと受け止めてこれからも進めていきたいと感じた次第でございます。

　大阪府では、協議会でご審議いただき、平成２４年３月に策定しました第４次大阪府障がい者計画に基づきまして、最重点施策であります、一つは地域移行の推進。二つには就労支援の強化。三つには施策の谷間への支援。こういったものを初めとしまして、障がい者が地域でいきいきと生活していけるように障がい福祉サービスの充実、それから、情報コミュニケーションの支援など、障がいの有無によって、分け隔てることなく、相互に尊重しながら共生する社会の実現に向け、全庁一丸となって取り組んでいくところでございます。

　一方、国におきましては、４月から障害者総合支援法がスタートしております。障がい者の範囲に難病等の追加がされております。重度訪問看護の対象拡大。それから、意思疎通支援の強化など。こういった体制が予定されているところでございます。

　しかしながら、障害者総合支援法は、障がい者支援区分の認定を含めて、支援検討のあり方などについて、法施行３年後に見直しを検討するということにされております。また、国の総合福祉部会で議論された内容から見ましても、まだ検討課題が残されているという状況でございます。

　大阪府としましては、こういった見直しにあたりまして、今後とも当事者の意見が十分反映されますように、国に働き掛けてまいりたいと考えております。

　また、本日ご審議いただきました社会的障壁の除去のための配慮や工夫の事例につきましては、第４次計画でも基本原則の一つの中に、障がい者差別の禁止等の合理的配慮の追記をされているところでございます。合理的配慮につきましては、平成２３年８月に改正されました障害者基本法に位置付けられているところでございまして、今後、合理的配慮の普及、実践を図るため、さまざまな機会を通じまして、府民に周知、国にも発信していきたいと考えています。

　合理的配慮の考え方の普及を進め、施策に取り組んでいくことによりまして、障がい者の有無にかかわらず、それぞれの個性、多様性が尊重され、人格を認め合う共生社会の実現を目指していきたいと考えています。

　私事でございますが、先ほど、会長からお話がありましたように、今月末をもって大阪府を退職いたします。府庁人生の中で、福祉行政に関わる期間が長くございまして、３８年大阪府で勤めさせていただきましたが、約３分の２弱が福祉の担当をしておりました。

　その中でも障がい福祉行政。直接には８年関わらせていただきました。私自身にとりましても、最も思い入れのある分野かなと思っております。

　中でも、現在の第４次障がい者計画でも最重点施策の一つとして、施策の谷間への支援を抱えておりますが、私はこれにつきまして、非常に思い入れを持っておりまして、これまでの施策でも十分に反映できなかった、対応できなかった分野。こちらのほうに光を当てたいという思いを持っておりました。

　例えば、医療的ケアの必要な重度心身障がい児者。それから高次脳機能障がい。あるいは、発達障がい児者への支援。それから、盲ろう者への支援。こういった充実を進めていきたいという思いを持って、このような施策の考えの支援というものを確立させていただいたところでございました。

　特に、発達障がいにつきましては、私が障がい保健福祉室の課長であった平成１２年当時でございますが、その当時には発達障がいという言葉はございませんでした。自閉症児ということでのとりあげ方であったと思うのです。当時、世間でも注目を浴び始められたころだったと思います。

　私自身、何とかこのようなところの支援を厚くしたいという思いを持っていました。その当時、熱い議論をしたということを今、思い出したところでございます。来年度、発達障がい児者総合支援事業として、日の目を見るといいますか、事業として出発することができるというところでございまして、これは、福祉部の枠を超えて、全庁一丸となって取り組みを進められるということでスタートすることになりました。非常によかったなと私も思っております。

　障がい者を取り巻く社会環境は大きく変わっております。障害者基本法、障害者自立支援法など、制度面、あるいは予算面で一定の前進があったのかなと思っておりますが、先ほど紹介しました施策の谷間への支援でありますとか、障がい者の高齢化、それから重度化問題。まだまだ取り組むべき課題も多くございます。

　こういったさまざまな課題に対しまして、今後とも現場の意見をしっかりとくみ取って、障がい者の抱えるニーズに向き合って、障がい者が真に普通に暮らせる社会になるように引き続き努力してほしいなと思っております。

　委員の皆さまには、引き続き大阪府の障がい者施策の推進にご理解、ご協力をいただくよう、お願いをいたしまして御礼のあいさつとさせていただきます。本日はどうもありがとうございました。

○牧里会長
　それでは、皆さん、これまでの努力と尽力に感謝しまして、拍手で意を表したいと思います。それでは、これをもちまして閉会とさせていただきます。長時間、どうもありがとうございました。
（終了）
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